
国 R2年

H27年

調 増加率 就 R2年 4,452人  

住 R5.3.31 業 国調 0.8%  

R4.3.31 人 H27年 5,052人  

基 増加率 口 国調 0.8%  
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有 -簡 易 水 道 事 業 - -

特 環 下 水 事 業 17,946 398,106

農業集落排水事業 14,036 40,374

4,756,866

駐 車 場 事 業 - -

国民健康保険事業 2,838,730 15,598,827

交通災害共済事業 - -

被保険者一人当り保険料調定額
( 円 ) 56,914

と 畜 場 事 業 - 312,538
被保険者一人当り費用(老人を除
く)（円） 401,779

被 保 険 者 数 ( 人 ) 274,334

下 水 道 事 業 3,385,957 18,712,678 一世帯当り保険料調定額(円) 80,891

国
保
会
計
の
状
況

収 支 額 ( 千 円 ) 2,838,730

普通会計からの繰入額(千円) 15,598,827

水 道 事 業 3,566,637 2,657,771 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 194,550

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適
用の
有無

収 支 額
（ 千 円 ）

普通会計からの繰
入金（千円）

職員数(人)

交 通 事 業 △1,469,545 5,799,855

観 光 施 設 事 業 - -

宅 地 造 成 事 業 510,332 25,439

市 場 事 業 291,846 1,379,148

介 護 保 険 事 業 4,351,620 23,775,699

後 期 高 齢 者 事 業 842,488

臨 時 職 員 1,040 議会議員 〃 816,000

合    計 17,145 教 育 長 R3.4 538,714

特 別 職

教 育 公 務 員 6,374 議会議長 R4.4 952,000

消 防 職 員 1,637 議会副議長 〃 875,500

※　令和4年度末における特別職の給与等の
　減額の状況は、以下のとおり。
（特別職の平均給料月額は、減額後の数値）

・市長…30％
・副市長…15％
・議会議長、議会副議長、議会議員…15％
・教育長…6％

区 分 職 員 数 ( 人 ) 区 分 適用開始年月
１人当り平均給料(報酬)

月額(円)

一 般 職 員 8,094

経 常 収 支 比 率 99.2%

公 債 費 負 担 比 率 17.5%

市 長 R3.4 973,000

　うち技能労務職 930 副 市 長 〃 935,000

一 般 職 員 等

実 質 単 年 度 収 支 6,892,784 10,156,297 債 務 負 担 行 為 額 112,997,114千円

積 立 金 取 崩 し 額 2,500,000 - 収 益 事 業 収 入 額 2,779,707千円

繰 上 償 還 金 - - 地 方 債 現 在 高 1,338,127,963千円   　澱川右岸

積 立 金 2,074,083 9,451,553 積 立 金 現 在 高 49,601,082千円  　 桂川小畑川

単 年 度 収 支 7,318,701 704,744 実 質 公 債 費 比 率 11.9%   　淀川木津川

実 質 収 支 7,706,629 387,928 実 質 収 支 比 率 1.87% 　水防事務組合（３組）

翌年度へ繰り越すべき財源 8,831,906 2,217,975 財 政 力 指 数 0.808(単年度0.816) 　京都府後期高齢者医療広域連合

歳 入 歳 出 差 引 額 16,538,535 2,605,903
標 準 財 政 規 模
（臨時財政対策債含む） 412,907,930千円 その他

80.1%  

区 分 令和４年度(千円) 令和３年度(千円) 区 分 指 数 等

歳 出 総 額 946,554,582 1,054,162,743 基 準 財 政 収 入 額 262,018,816千円 事務の共同処理の状況

指 定 団 体 等 の 状 況

歳 入 総 額 963,093,117 1,056,768,646 基 準 財 政 需 要 額 321,244,667千円 近 畿 圏 近 郊 整 備

1,342,084人   面        積 127,299人  532,858人  

令和４年度交付税
種地区分1,475,183人  1,407,087人  

-0.8% 人 口 密 度 112,634人  468,154人  
Ｉ－９種地

1,331,477人  1,768人  

1,463,723人  1,397,972人  
区 分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

評点９２３点
-0.8% 827.83ｋ㎡   19.1%  

令和４年度決算状況(普通会計)

団 体 名 京 都 市

人 口 人口集中地区人口 産 業 構 造 市 町 村 類 型

19.2%  80.0%  

確 定 版
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構成比 Ａの構 構成比
％ Ａ 成比％ ％

内

訳

内 経常収支比率

訳

自主財源比率

内 内

訳 経常経費充当一般財

訳 源計

歳入一般財源等総額

減収補てん債

(減収補てん債、猶予特例債、臨時財政対策債を経 猶予特例債

常一般財源等から除いた経常収支比率　 )

臨時財政対策債

構成比 基準 × 100＊ 構成比

％ ％ 税額 75千円 済額 ％ Ａ

(注)固定資産税の「＊」欄は、交付金を含み低工法等による控除額を控除
　　している。

適用税率の状況

(注)法人分均等割標準税率(年額)の区分１号法人～９号
　　法人の区分で３００万円～５万円

99.4

区 分
現年課
税分％

滞納繰
越分％

合計
％徴

収
率

合 計 99.6 47.1 99.1

市 町 村 民 税 99.4

4,159,899

前年度繰上充用金 - -

市
町
村
民
税

個
人
分

均 等 割 3,500円
法
人
分

均 等 割 標準税率に対する比率　1.0

所 得 割
標準税率に対す
る比率　1.0 法人税

割分

8.2/100

固 定 資 産 税 1.4/100

40.6 98.8

ただし、資本等の金額が３億円以下か
つ、法人税額が1,600万円以下の法人 6.0/100

固 定 資 産 税 99.7 58.6

合計 311,852,055 100.0 3.3 276,767,136 6,769,126 -

合 計 946,554,582 100.0 486,706,847

公 債 費 91,799,394 9.7

内

訳

入 湯 税 159,209 0.1 82.0 14.2- 教 育 費 134,750,473

都 市 計 画 税 25,324,795 8.1 5.4 -

諸 支 出 金 6,708,899 0.7

- - - - 商 工 費

87,829,113

宿 泊 税 3,045,900 1.0 87.1

災 害 復 旧 費 314,583 0.0 92,675

事 業 所 税 7,705,977 2.5 △ 1.5 7,688,325

目 的 税

40,530,312

89,683,740

- 消 防 費 18,174,962 1.9 17,322,817

法定外普通税・旧法税 - - - - 土 木 費 61,107,012 6.5

36,235,881 11.7 7.9 7,688,325

161,442,779 17.1

28,529

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 費 2,090,258 0.2 1,596,971

市 町 村 た ば こ 税 9,471,125 3.0 5.4 8,965,645 労 働 費 29,924 -

8,308,083特 別 土 地 保 有 税

160,532,590

軽 自 動 車 税 2,106,230 0.7 4.3 2,150,941 衛 生 費 65,089,111 6.9 33,861,804

固 定 資 産 税 114,100,728 36.6 5.4 112,701,873 民 生 費 344,296,581 36.4

0.2 1,844,648

法 人 分 32,227,621 10.3 △ 5.1 30,588,524 6,769,126 総 務 費 58,820,407 6.2 40,915,666
市 民税

個 人 分 117,710,470 37.7 2.2 114,671,828 議 会 費 1,930,199

市町村税 目的別歳出

区 分
決 算 額 増 減 比 超過収入分収入

区 分
決 算 額 一般財源等

合 計 963,093,117 100.0 398,111,610 100.0

千円 千円 千円 千円

うち猶予特例債 - - - -

うち臨時財政対策債 23,606,000 2.5 - -

うち減収補てん債 - - - -

地方債 62,970,000 6.5 - - 23,606,000千円

-

諸収入 163,206,480 16.9 195,173 0.0

繰越金 2,195,058 0.2 - - 105.1%

繰入金 14,354,313 1.5 - -

寄附金 9,940,326 1.0 - - -

財産収入 11,174,318 1.2 2,777,222 0.7

946,554,582 100.0 486,706,847

都道府県支出金 48,148,462 5.0 - - 498,289,689千円

国有地提供交付金 - - - - 合 計

- - 418,353,753千円

災 害 復 旧 費 314,583 0.0 92,675

交通安全交付金 287,262

国庫支出金 199,057,438 20.7 - -

単 独 46,741,673

失業対策事業費 -

0.0 287,262 0.1 普通建設事業

手数料 5,084,712 0.5 - -

補助(国直含む) 18,413,954 1.9 962,941

使用料 14,248,025 1.5 4,185,502 1.1

分担金・負担金 4,271,124 0.4 - -

4.9 16,068,564

944,562 繰 出 金 10.8%

6.9 17,124,180 総 計 99.2%

65,155,627 6.9 17,031,505 55.7%

小計 428,155,599 44.5 390,666,451 98.1 う ち 人 件 費

- - -

特別交付税 2,335,762 0.2 - - 投 資 的 経 費 65,470,210

普通交付税 59,225,851 6.1 59,225,851 14.9 前年度繰上充用金

993,857 0.1

63,158,660 6.7 50,374,401 45,549,714 10.8地方交付税 61,561,613 6.4 59,225,851 14.9 繰 出 金

151,815,961 16.0 - - -地方特例交付金等 1,480,071 0.2 1,480,071 0.4 う ち 貸 付 金

155,948,850 16.5 889 889 0.0法人事業税交付金 4,837,424 0.5 4,837,424 1.2 投資、出資金、貸付金

15,694,767 1.7 4,652,150 - -自動車税環境性能割交付金 769,653 0.1 769,653 0.2 積 立 金

61,863,494 6.5 56,160,018 31,294,701 7.4軽油・自動車交付金 4,445,123 0.5 4,445,123 1.1 補 助 費 等

8,740,855 0.9 5,297,997 5,297,997 1.3特別消費税交付金 - - - - 維 持 補 修 費

78,557,956 8.3 40,668,564 39,678,248 9.4ゴルフ場利用税交付金 33,993 0.0 33,993 0.0 物 件 費

497,119,790 52.5 312,428,648 296,532,204 70.3地方消費税交付金 36,215,695 3.8 36,215,695 9.1 小 計

2,206 0.0 2,206 2,206 0.0分離課税所得割交付金 285,704 0.0 285,704 0.1 一時借入金利子

91,273,202 9.6 87,302,921 87,302,921 20.7株式等譲渡所得割交付金 1,281,987 0.1 1,281,987 0.3 元 利 償 還 金

91,275,408 9.6 87,305,127 87,305,127 20.7配 当 割 交 付 金 1,852,024 0.2 1,852,024 0.5 公 債 費

245,057,345 25.9 81,655,831 67,715,579 16.1利 子 割 交 付 金 94,484 0.0 94,484 0.0 扶 助 費

114,321,643 12.1 100,065,810 100,065,810 23.7地 方 譲 与 税 3,445,773 0.4 3,445,773 0.9 う ち 職 員 給

160,787,037 17.0 143,467,690 141,511,498 33.6地 方 税 311,852,055 32.4 276,698,669 69.5 人 件 費

千円 千円 千円 千円 財源 千円 比率　％

一般財源等 経常経費充当一般 経常収支

団 体 名 京 都 市

歳入 性質別歳出

区 分
決 算 額 経常一般財源

区 分
決 算 額
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